
 
 

 
 

平成２９年度予算編成方針 

 

１ 日本経済の状況と国の動向 

 昨今の我が国の経済状況は、高水準の企業収益や雇用・所得環境の改善のもと、緩

やかな回復基調にあるが、消費や設備投資に力強さを欠いた状況が続いているところ

である。また、地域経済動向による地域別の景気判断においては、北海道地域の景気

は、持ち直しているとされている。 

 また、景気の先行きについては、内閣府が公表した９月の月例経済報告では、雇用・

所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくこと

が期待されるが、中国を初めとするアジア新興国や資源国等の景気の下振れや、英国

のＥＵ離脱問題などの海外経済の不確実性の高まりに留意する必要があるとされてい

る。 

 こうした中、国は、「成長と分配の好循環」の実現に向け、引き続き「経済再生なく

して財政健全化なし」を基本とし、消費税率１０％への引き上げを２年半延期すると

ともに、平成３２年度の基礎的財政収支黒字化という財政健全化目標を堅持するとし

ており、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現していくため、「経済財政運営と改

革の基本方針２０１６」「日本再興戦略２０１６」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・

しごと創生基本方針２０１６」及び「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実行する

としている。 

 さらに、デフレからの脱却を確実なものとし、しっかりと成長していく道筋をつけ

るため、民需主導の持続的な経済成長と一億総活躍社会の着実な実現につながる取組

を中心とした「未来への投資を実現する経済対策」が、国の第二次補正予算により先

般成立したところであり、今後の国の動向や景気の状況を注視していく必要がある。 

また、地方においては、一億総活躍社会を実現する上で最も緊急度の高い取組の一

つである地方創生の本格展開に向けて、中長期的な地方創生の取組を支援する地方創

生推進交付金や地方創生応援税制等の措置を活用しながら、地方創生の深化を実現す

る政策の推進、地方における地域特性に応じた戦略の推進、多様な地方支援の推進に

取組むとしている。 

 一方、地方財政は、総務省の概算要求において、地方の安定的な財政運営に必要と

なる地方の一般財源の総額について、平成２８年度地方財政計画の水準を下回らない

よう実質的に同水準を確保し、地方交付税に関しては、極めて厳しい地方財政の現状

及び現在の経済情勢等を踏まえ、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が適

切に発揮されるよう総額を適切に確保するとしており、総務省の地方財政収支の仮試

算においても、地方交付税１６．０兆円（△４．４％）、臨時財政対策債４．７兆円（＋

２４．５％）、合計では２０．７兆円と、前年度より０．２兆円（＋０．１％）の増額

となっている。 

 

- 1 -



 
 

 
 

２ 市の財政状況と財政見通し 

本市の平成２７年度決算は、歳出総額においては、新庁舎建設などの建設事業や国

の補正予算による地方創生先行型交付金事業の増などにより、前年度比約１７億円の

大幅な増額となったが、歳入においては、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた実

質の交付税が、前年度比約１億４千万円の減額となったものの、景気の緩やかな回復

傾向を受け市税収入が堅調に推移し、昨年度に引き続き７５億円台に達したほか、消

費税率の８％引き上げの平年度化による地方消費税交付金の増収により、一般財源総

額が約３億３千万円増加した結果、約３億７千万円黒字の実質収支額となった。 

しかしながら、平成２８年度においては、普通交付税において、市税収入や地方消

費税交付金の増収などにより基準財政収入額が増加する一方、平成２７年度国勢調査

人口の減少が反映され、さらにトップランナー方式（歳出効率化に向けた委託化など

の業務改革で他団体のモデルになるようなものを算定に反映させる仕組み）の導入に

より単位費用が削減され基準財政需要額が減少した。この結果、普通交付税は、前年

度比約６千万円の減額、臨時財政対策債も含めると約２億７千万円の大幅な減額とな

り、平成２８年度当初予算と比較しても約７千万円の予算割れを生じたため、今年度

は大変厳しい財政運営を強いられているところである。 

また、平成２９年度の財政状況を推計した結果、一般財源の根幹である市税は、総

務省が地方財政収支の仮試算において０．４％の伸びを見込んでいるが、本市におい

ては、法人市民税の減少を見込む一方、家屋に係る固定資産税の増加を見込んだ結果、

平成２８年度当初予算と比較してほぼ横ばいで推移すると推計している。 

そのほか、地方譲与税などのその他の一般財源については、総務省の仮試算では、

地方譲与税総額は横ばい、地方交付税と臨時財政対策債の合計は０．１％の増加を見

込んでいるが、トップランナー方式のさらなる導入による地方交付税の抑制の影響等

を考慮した結果、本市においては、地方交付税と臨時財政対策債の合計額は、平成２

８年度当初予算と比較して減少を見込んでいるところである。 

一方、歳出面においては、引き続き扶助費などの社会保障関連経費や特別会計への

繰出金の増加のほか、地方創生の本格的な実施に必要な事業費が見込まれている。ま

た、新庁舎の完成に伴う多額の建設事業費や新たなランニングコスト、さらには、昨

今の労務単価や各種人件費の上昇傾向が歳出全体に影響を及ぼすことが見込まれるこ

とから、収支全体としては昨年度に増して非常に厳しい状況となることが予想される。 

 

３ 予算編成にあたっての基本的な考え方  

 上記のような状況を踏まえ、平成２９年度予算編成における各要求部局は、次に定

める予算編成の基本的な考え方・個別事項に基づいた予算要求を徹底すること。 

なお、平成２９年度は市長選挙が行われることから、予算編成においては、義務的

経費や継続事業等からなる「骨格予算編成」を基本とし、新たな政策経費に要する一

般財源については留保する。   
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 (1) 総合計画・推進計画の推進 

 昨年度中間見直しを行った改訂版第５次総合計画によるまちづくりを進めるため、

現在策定中の２０１７推進計画と連動しながら予算編成を行うものとする。このため、

政策経費の予算要求においては、推進計画における要求事業に限定し、事業費につい

てはさらに充分な精査のうえ、必要最小限度の要求とすること。 

 また、市長公約に掲げた施策については、推進計画との整合性を図りながら、その

実施年度、内容に充分留意して要求すること。 

 

(2) 重点施策への予算配分 

 ２０１７推進計画においては、市が直面している課題や市民ニーズ等を考慮して、

「定住人口の増加」「地域経済の活性化」「安全で安心なまちづくり」「健全な行財政運

営」をまちづくりの方向性としている。 

特に、「定住人口の増加」については、主体性・地域性のある総合的な取組みを実施

し、少子高齢化・人口減少に歯止めを掛けるため、「北広島市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を策定したところである。 

人口増加対策は、これからの持続的な都市経営にとって重要なポイントであり、総

合戦略に基づき、重点施策への予算配分がこれまで以上に求められている。 

限られた財源の中で施策を実行していくためには、各要求部局が主体的に所管事業

の見直しと優先順位付けを行うことにより、実施事業の選択と重点化を図ることはも

とより、部局を越えてスクラップ＆ビルドを行う意識が不可欠であり、重点施策に充

てる財源を全庁的に捻出するため、事業の積極的な見直しに取り組むこと。 

 

 (3) 経費の抑制 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、平成２７年度決算においては、９０．７％

であり、一般財源である地方消費税交付金の増収の影響等により前年度と比較して０．

５％改善したが、依然として高い状況が続いており、財政の硬直化が慢性的に続いて

いる。 

今後とも健全な財政運営を維持するために、これまで継続的に実施してきた政策事

業であっても制度の根本にまで踏み込むなど、抜本的な見直しを図ること。 

特に、扶助費関係の経費については、市民のニーズや新しい制度の創設などの社会

情勢の変化に伴ってその目的や必要性、効果が薄れたものについては廃止・縮小を行

うなど積極的な見直しを行うこと。 

 経常経費は、前年度予算額の一般財源を下回るよう、さらなる経費削減に努めるこ

と。 

 

 (4) 財政健全化の維持 

 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断比率については、

平成２７年度決算においていずれも健全化判断基準を下回っており、道内各市と比較

しても良好な数値を保っているが、今後は基金残高の減少や起債残高の増加により悪
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化が見込まれている。今後、財政の健全性の維持に向けた取組として、健全化判断比

率の目標値を定めることを予定しているので、その比率が適正値を保つよう、各課に

おいては、歳入歳出の両面から改善に向けての取組を行っていくこと。 

 

 (5) 行財政改革大綱・実行計画の推進 

 予算編成は、推進計画と連動するものであり、推進計画の査定の中で、行財政改革

大綱・実行計画に位置付けられている内容の着実な推進と検証、平成２８年度の事務

事業評価の結果等が反映されていることを踏まえたうえで、再検証を行うとともに、

それに基づいて改善・重点化等を図ること。 

 

４ 予算編成にあたっての個別事項 

 (1) 年間総予算と予算見積等 

 予算は、一会計年度における収支計画であり、全ての歳入・歳出の見積であること

から、当初予算では年間の事務又は事業計画に基づく所要額を見込むこととし、年度

途中における補正は、市長選挙後の肉付予算策定のための補正を除き、原則として国

等の制度改正に伴うものや社会経済情勢の変化など、やむを得ない場合に限るものと

する。 

 また、予算の要求にあたっては、予算要求における合理的な基準を勘案し、過去の

実績やその推移を充分考慮するとともに、制度の改正等が見込まれるものについては、

事前に情報収集に努めるなど目的達成のための必要かつ最小限の範囲で適切に積算す

ること。 

 

 (2) 財源の確保 

 市税等の自主財源の大幅な伸びが期待できない現在の経済状況においては、国、道

等の補助制度を積極的に活用しつつ、将来の財政負担を見据えた安定的な財政運営を

行う必要がある。事業を実施するためには、その財源が必要であるということを職員

一人ひとりが常に意識しながら、事業の構築にあっては歳入の確保を念頭に置くよう

努めること。 

 また、今後公共施設の老朽化が進んでいくことから、各財産管理者においては、財

産の利用状況等を把握し、その適正な管理に努めること。 

 

ア 一般財源  

  市税及び地方交付税・譲与税交付金等の一般財源については、財政運営上の根幹

をなすものであり、歳入の状況によっては大きな影響を及ぼすものであることから、

今後の経済情勢や国の制度改正などの動向を見据えながら、的確な積算に努めるこ

と。 

  特に市税においては負担の公平性の観点から、課税客体の適切な捕捉や滞納整理

の強化に努め、収納率向上に向け積極的に取り組むこと。 
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 イ 特定財源 

      各種事業の実施にあたっては、国、道等の補助制度を踏まえ、積極的に財源確保に

努めること。 

国においては既存の事業見直しや新規事業の創設が想定されることから、国の予

算編成や制度改正の動向に充分注意を払い、その影響について迅速に情報を把握し

的確に見積ること。なお、予算要求後の制度改正等については、編成過程の中で対

応を図ることとする。 

特に国、道において補助（負担）事業が廃止・縮小された場合には、これに替わ

る地方財政措置がなされるものを除き、原則として事業そのものを廃止・縮小する

こと。また、印刷物、ホームページ等への広告募集を積極的に行い、自主財源の確

保に努めること。 

そのほか、市町村振興協会、地域活性化センター、日本スポーツ振興センター等、

各種団体の補助制度を積極的に活用すること。 

 

 (3) 各歳出項目に係る個別留意事項 

  

ア 一般的経費 

   経常的な経費については、毎年度見直しているところであるが、施設管理や行政

サービスの客体が確実に増加してきている。また、新庁舎の完成年を迎え、ランニ

ングコストの大幅な上昇が見込まれている。 

このような状況を踏まえ職員全体がコスト削減に対する意識を高め、無駄を徹底

的に排除し、経費全体について一層の削減に取り組むこと。なお、光熱水費や燃料

費は、省エネルギー対策推進の必要性がより高まっていることや、電気料金高騰の

影響を考慮し、室温管理や節電対策に努めること。また、施設改修等の際には LED

機器導入についての比較検討を行い、環境負荷や将来のランニングコスト削減につ

いても検証すること。 

 

イ 委託料 

   労務単価や各種人件費の上昇に伴い、委託料は全体的に上昇傾向にあると見込ま

れる。このような状況のなかでも、委託料の圧縮を図るためには、施設管理委託等

の管理水準や業務内容を積極的かつ継続的に見直すとともに、保守等同種の委託業

務については統合による経費の節減を図ること。 

   また、長期継続契約の更新にあたっては実績、業務内容及び期間について充分再

検討し、経費の節減を図ること。 

   

 ウ 補助金交付金及び負担金 

    補助金等の交付にあたり「補助金等交付基準」の内容と事務事業評価を踏まえ、

補助対象経費や補助率が適正なものかどうか判断するとともに、市民ニーズや社会

情勢の変化に伴い、交付の継続が妥当なものかどうか廃止・縮小・統合を含め、改
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めて再検討すること。 

 

エ 職員給与費 

    国は、一億総活躍社会の実現を目指すとして、長時間労働の是正等に向けた「働

き方改革」に積極的に取り組んでおり、本市においても、「時間外勤務の縮減及び適

正管理方針」などに基づき、より一層の時間外勤務の縮減、ひいては職員給与費の

削減に努めること。 

 

オ 指定管理者制度 

   指定管理者による管理施設については、制度の主旨を踏まえ経費の節減、住民サ

ービスの向上を図ること。 

   

   (4) 特別会計・企業会計の自立性、健全性の確保 

   特別会計に対する繰出金については、保険給付費等の増加に伴い増加傾向にある。

各会計においては制度を充分に把握し、独立採算の原則を踏まえて受益と負担の適正

化に努め、経営の一層の効率化と健全経営の維持に最大限取組むこと。  

また、一般会計からの繰入金については、単なる財源不足の補填ではないことを認

識し、繰出基準における基準内繰入金の内容を明確に把握したうえで、基準外の繰出

しの抑制を図ること。 

 

 (5) 監査委員、議会審議の指摘事項への対応 

   監査委員からの指摘については、その改善に適正に対応すること。また、議会審議

（委員会審議を含む。）における結果については、各部等において検討整理を徹底し、

必要と思われる事項については予算要求に反映させること。 

 

 

 (6) 市債の発行 

 ここ数年度は、施設の老朽化に伴う改修事業の増加により、市債発行額が同年度の

償還額を上回る状況が続いており、平成２９年度においても、新庁舎の完成に伴い多

額の市債発行を予定していることから、起債残高は、大幅に増加することが確実な状

況である。 

 また、国は、これまで臨時財政対策債の発行の抑制に努めることとしていたが、国

税の税収下振れによる財源不足の拡大などにより、平成２９年度はその発行額を増額

せざるを得ない状況である。このため、国の地方債計画においては、臨時財政対策債

の発行額は、２４．５％の大幅増となっており、引き続き多額の発行が予想され、市

債現在高に占める臨時財政対策債の割合が年々増加している。 

このような状況のなか、持続可能で安定的な財政運営を行うためには、市債償還が

後年度への負担となり、財政硬直化の大きな要因となることを認識し、適債事業の厳

選と施設の更新時期の平準化などにより建設事業及び市債発行の抑制に努めることが
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必要である。 

このような状況から、今後については、市債発行額の目標値を定める予定としてい

るので、各課においては、建設事業の実施時期、規模、必要性について十分検討し、

起債残高の縮減に取り組んでいくこと。 

 

 (7) 基金の活用 

基金については、これまで一般財源の不足により財源調整の一つとして、公共施設

の営繕や義務教育施設整備、市債の償還、福祉施策等に基金を取り崩し、その活用を

図ってきたが、ここ数年は、取り崩しの取り止めや積立を行い基金の維持に努めてい

るところである。しかし、平成２９年度においては、新庁舎の完成に伴い、多額の庁

舎建設基金を活用するため、本市の基金残高が相対的に大きく減少することとなる。 

単年度における収支の均衡を図り、基金に頼らない財政運営を行っていくことが原

則であるが、厳しい財政環境の中、増大する行政需要に的確に対応しつつ、長期的視

野に立った持続可能な財政を維持していくためには、安定した基金の確保を図ること

が大変重要である。このため、基金の活用は必要最小限にとどめるとともに、今後に

ついては、基金積立の目標額を定めることを予定しているので、各課においては、こ

のことを念頭に置きながら、必要最小限の予算要求を行い、基金残高の充実を図るこ

と。 

 

５ 要求予算の査定方針 

予算編成に先立ち、企画財政部において平成２９年度当初予算の概算収支を算出し

たが、その結果については、多額の財源不足が見込まれており、平成２９年度予算編

成は、きわめて厳しいものとなることが明らかとなっている。 

 そのため、各部局においては、この編成方針のほか、この編成方針に基づく平成２

９年度予算要求の詳細について定めた「予算編成要領」を遵守すること。遵守してい

ないと認められる要求は、減額ないしは０査定を行っていくので留意すること。 

平成２９年度は骨格予算となることから、経常経費については、改めてゼロベース

で予算を見直すこととするので、前年度予算額の一般財源を下回るよう、さらなる経

費削減に努め、できるかぎり予算要求段階から積極的な減額を行うこと。 

政策経費については、推進計画において現状継続の内示を受けた事業であっても、

その要求が過大に見積もられていると判断される経費については、厳しく減額査定を

行っていくものとし、特に、経常的な性格の事業については、例年の決算状況等を基

本としながら必要額を査定するものとする。また、推進計画において、骨格予算ある

いは肉付予算として新規・拡大実施の内示を受けた事業においても、歳入一般財源の

状況に応じて、適宜減額査定や０査定を行う場合がある。 

また、縮小・廃止とされているものが要求されている場合には、減額・０査定を基

本とし、推進計画や平成２８年度の事務事業評価の結果等において、見直し・検討事

項があるものについては、どのような見直し・検討を行ったのかを把握しつつ、査定

- 7 -



 
 

 
 

を行っていく。 

そのほか、平成２９年度の本庁舎建設の完成及び既存庁舎からの引越作業を念頭に

置き、この過程の中で無駄が発生しないよう留意しながら査定を行う。 

  

６ 予算編成日程 

 (1) 予算編成方針・要領説明会       １０月２４日（月） 

 (2) 予算要求書提出期限 

  ア 経常経費及び経常経費に充当する歳入  １１月２８日（月) 

  イ 政策経費、特別会計及び歳入      １２月 ５日（月） 

 (3) パブリックコメント開始        １２月中旬  

 (4) 経常経費 内示            １２月下旬 

 (5) 政策経費理事者ヒアリング        １月上旬 

 (6) 政策経費・特別会計 内示        １月中旬 

 (7) 予算（案）内示             ２月上旬 
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現在 【単位：百万円】

当初① 決算見込② 【総概】

7,592 7,589 7,410 7,508 7,400 税務課推計値　　　　　　　　　　　　 0.9% △ 10 △ 108 -1.4%

2,471 2,485 2,411 2,439 2,444 33 5 0.2%

736 698 682 643 562 法人税割の減 △ 120 △ 81 -12.6%

3,285 3,313 3,238 3,290 3,327 家屋に係る固定資産税の増 89 37 1.1%

1,100 1,093 1,079 1,136 1,067 市たばこ税の減 △ 12 △ 69 -6.1%

1,217 1,705 1,821 1,755 1,758 △ 63 3 0.2%

143 149 155 146 146 0.1% △ 9 0 0.0%

61 65 56 59 58 -2.5% 2 △ 1 -1.7%

14 11 11 6 6 △ 5 0 0.0%

28 21 30 23 23 △ 7 0 0.0%

15 17 19 17 17 △ 2 0 0.0%

696 1,173 1,280 1,239 1,239 △ 41 0 0.0%

188 191 190 188 190 0 2 1.1%

25 32 33 32 32 △ 1 0 0.0%

2 2 2 2 1 △ 1 △ 1 -50.0%

34 32 33 32 35 10.9% 2 3 9.4%

11 12 12 11 11 -3.1% △ 1 0 0.0%

5,231 5,076 4,948 4,816 4,848 △ 100 32 0.7%

3,636 3,617 3,628 3,546 3,378 財政推計値 △ 250 △ 168 -4.7%

448 432 450 450 450 財政推計値 0 0 0.0%

1,147 1,027 870 820 1,020 財政推計値 24.5% 150 200 24.4%

14,040 14,370 14,179 14,079 14,006 △ 173 △ 73 -0.5%

※特別土地保有税を除く。

普通交付税
-4.4%

特別交付税

自動車取得税交付金

国有提供施設

地方特例交付金

交通安全交付金

※【総概】「平成29年度総務省所管予算概算要求の概要」（平成28年8月31日）

株式等譲渡所得割交付金

H28決見
比較（率）
（③/②）

市税

個人市民税

法人市民税

固定資産税　 

その他

譲与税・交付金

自動車重量譲与税

地方揮発油譲与税

利子割交付金

配当割交付金

臨時財政対策債

合　　計

地方交付税等

ゴルフ場利用税交付金

平成29年度　歳入一般財源の見込
平成28年10月20日

項　　　目 H26決算 H27決算
Ｈ28 H29

当初推計
③

H29当初推計の考え方
H28当初
比較

（③－①）

H28決見
比較

（③－②）

地方消費税交付金

資 料
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